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平成２２年８月２６日 

  各   位 

会 社 名  ダイヤ通商株式会社 

代 表 者   代表取締役社長 大矢晃久 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード：７４６２） 

問合せ先    管理部長    永田秀一 

電話番号  ０３－３９４１－１１７１ 

 

当社株式の上場時価総額および今後の展開等について 

  
当社の株式につきましては、平成 22 年 5 月の上場時価総額（月末上場時価総額）が 3 億円未満とな

りましたので、今後の見通し等につきましてご報告いたします。 

 
記 

 
１．当社株式の上場時価総額について 

当社株式は、平成 22 年 5 月の月末上場時価総額が 3 億円未満となりました。ＪＡＳＤＡＱ等に

おける株券上場廃止基準の特例第2条第1項第3号（上場時価総額）に基づき、9ヶ月以内（事

業の現状、今後の展開、事業計画の改善その他大阪証券取引所が必要と認める事項を記載した書

面を3ヶ月以内に株式会社大阪証券取引所に提出しない場合にあっては3ヶ月）以内に、毎月の

月間平均上場時価総額および月末上場時価総額が所要額（3 億円）以上にならないときは、上場

廃止になる旨規定されております。 

 
（ご参考） 
（１） ①当社株式 平成22年5月末(5/31)現在の上場時価総額  

5月末最終価格  39円×5月末上場株式数7,552,000株 
＝月末上場時価総額 294,528,000円 

 
②当社株式  平成22年6月末(6/30)現在の上場時価総額  

6月末最終価格  37円×6月末上場株式数7,552,000株 
＝月末上場時価総額 279,424,000円 

 
③当社株式  平成22年7月末(7/31)現在の上場時価総額  

7月末最終価格  35円×7月末上場株式数7,552,000株 
＝月末上場時価総額 264,320,000円 
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（２）      ①当社株式 平成 22年5月月間平均上場時価総額              317,184,000円 

②当社株式 平成 22年6月月間平均上場時価総額              297,404,952円 
③当社株式 平成 22年7月月間平均上場時価総額              276,487,111円 

 
 
２．事業の現状 

当社は、プロフィットセンターとしての営業部制を採用しており、サイクルショップコギーを中

心とする営業1課、直需・卸先への石油製品販売の営業2課、サービスステーション事業の営業3
課、そして保険、不動産事業の営業4課など、多彩な領域で地域の皆様に豊かなライフスタイルを

提供するべく取り組んでおります。 
   尚、各事業毎の売上高は以下の通りです。（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

事    業 売 上 高 （百万円） 構 成 比 （％） 

石 油 事 業 4,718 90.4 

専門店事業（コギー） 341 6.5 

その他の事業 161 3.1 

合   計 5,220 100.0 

 
 
（１）営業1課 

①事業の現状 
サイクルショップコギーは、オリジナル自転車および自転車関連商品の組立・販売の部門で

あり、昭和 58 年 4 月に、第 1 号店である、コギーたまプラーザ店を出店以来、神奈川県一円

で、自転車販売店を展開しております。平成22年3月期の売上高は、全店舗合計（卸売含む）

で341百万円であり、前期増加店舗（3店舗から5店舗）の本格稼働もあり、前期比22.0％の

増加となっております。 

 
②主要な問題点 

平成 21 年 5 月（前期）以降、売上や粗利、経費等の数値目標を定め、月次予算管理を徹底

して行ってきましたが、既存の店舗毎の売上や利益面での改善が見られなかったため、平成22
年3月期末現在の赤字店舗4店舗について、明確な数値目標に加えて「戦力の再配置」を基に、

ドラスティックにヒト・モノ・カネの配分を変え,慢性的な赤字経営からの脱却を図る必要があ

ります。 

 
前期に比較して来店客数は増加しており、赤字店は損益分岐点売上高のクリア、黒字店につ

いては利益拡大を図るため、店舗認知度の向上策（重点地域へのチラシ配布や店舗や駐車場の

視認性強化）を打ち出し、さらなる来店客数のアップを目指す必要があります。 

 
前期に引き続き、健康志向や環境配慮ブームによる自転車購入ニーズは増加傾向にあります。

しかしながら、デフレの影響による販売単価の下落や、大手小売業者の出店や、ネット販売業 
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者の拡大といった競合増加の脅威があります。従って黒字店も含めて、在庫管理の強化やスタ

ッフの目的意識向上により販売機会損失の防止を図る必要があります。 

 
前期増加傾向にある顧客に対しリピート利用を促進するためには,お客様に支持される品揃

えと,リーズナブルな価格帯の充実に注力する必要があります。 

 
 
（２）営業2課 

①事業の現状  
a.直需部門 

直需部門は、需要家（重油を必要とする）顧客への重油の卸売りが中心であり、主要な営業

拠点として、板橋区小豆沢に油槽所があります。平成 22 年 3 月期における売上高は、765 百

万円であり、産業用燃料の需要量減少により、前期比で29.8％の減少となっております。 

 
b.系列部門 

系列部門は、主にＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社（以下、ＪＸ）系列のＳＳ（関東エリア、

顧客数 7 店舗）向けの卸売りが中心であり、主力商品はガソリンとなっております。平成 22
年3月期における売上高は、520百万円であり、前期比で18.3％の減少となっております。 

 
ｃ.非系列部門 

非系列部門は、主に上記系列部門以外のＳＳ（顧客数約 100 軒）向けに、ガソリン、灯油、

軽油を卸売りしております。平成 22 年 3 月期における売上高は、707 百万円であり、顧客数

が増加（約10軒）したことにより、前期比で28.7％の増加となっております。  

 
ｄ.物販部門  

物販部門は、飲物自動販売機の配送回収業者である既存顧客（約 60 軒）に対して、回収運

搬用のゴムネット、ポリ袋などを販売しており、平成22年3月期における売上高は、43百万

円であり、競争の激化により前期比26.6％の減少となっております。 

 
②主要な問題点 

マーケットサイズの減少をまともに受ける直需部門の落ち込みをいかにカバーするかが最重要

課題となっております。現状、系列・非系列部門の休眠客の掘り起こしと新規開拓先受注分が下

支えとなり、直需部門の売上を除けば売上高は前年同様に推移しております。 

 
今後さらに、上記の売上高構造を維持しつつ、仕入れのスタイルを多様化し、利益率の向上を

図り、2課全体の利益計画を達成する必要があります。  

 
当社は、首都圏内の「小豆沢」に重油用油槽所を保有しており、首都圏顧客への小口配送や緊

急配送能力を有効に活かし、販売数量の2割程度の拡販を目標として、今後は稼働率向上を図る

必要があります。 
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（３）営業3課 

①事業の現状 

a.関東グループ 

関東グループは関東一円において、ＳＳを展開（平成22年3月末現在10店舗、期中減３店

舗）しており、足利小俣ＳＳを除きＪＸの特約店となっております。このことにより当社は、

ＪＸより主力販売商品である燃料油の安定供給の他、燃料油以外の商品に対する販促策の企画

立案の提案を受けるなど、国内最大の元売りとしての規模のメリットを享受しております。平

成22年3月期における売上高は、13店舗合計で2,082百万円であり、消費者の節約志向など

により、前期比で30.4％の減少となっております 

 

b.仙台グループ 

仙台営業所は仙台一円において、ＳＳを展開(平成22年3月末現在3店舗)しており、直営課と

同様にＪＸの特約店となっております。平成22年3月期における売上高は、3店舗合計で599百

万円であり、経営環境の悪化から、前期比で32.9％の減少となっております。 

 

②主要な問題点(営業第１グループ) 

長期的には、足元では2009年度ガソリンの国内販売数量が前年比100.1％でありますが、それ

ほど高くなかったガソリン価格や高速道路の土日祭日1,000円特需を考慮すると、かなり悲観的

数字と判断する必要があります。さらに日本の人口減少、高齢者割合の上昇などの環境を加味す

ると今後のガソリン需要見通しとしては、間違いなく減少すると思われます。 

 

さらに燃料油の利益も、市況が安定せず厳しい環境下、6 月より元売りによる新仕切り価格が

導入され、利益が圧縮されており、燃料油以外の商品売上でカバーする構造を、維持強化するこ

とが急務となっております。 

 

 

（４）営業４課 

  ○現状と問題点 

     築30年を経過した巣鴨ダイヤビルでは、消防法を含めた各種関係法令上は大きな課題は見当

たらないものの、ライフライン設備の経年劣化に対応するために、テナントの皆様の「安心」・

「安全」に配慮しつつ、ビルの維持・管理上の修繕、保安、管理全般を再点検する必要があり

ます。 

 

  保険については、当社の取引先やＯＢ、およびそれらの関係者等を中心に、生命保険や損害

保険を販売してきました。Ｍ＆Ａによる巨大保険会社の誕生で、保険代理店の統廃合も進んで

おります。こうした環境下で、生き残るためには大手保険代理店との同質競争は避け、且つ単

品としての「保険商品」を追い求めるのではなく、「車」や「自転車」といった当社の主軸を媒

介にして、取扱量を拡大する必要があります。 

 

 

（５）管理部門 

○現状と問題点 
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平成22年3月期は、経常的なコスト管理の徹底を図るとともに、大規模な所有資産売却による

財務リストラなどを含めた、抜本的な改革を行いました。今後は、営業部隊のサポートなど間接

的な営業活動を強化し、生産性の向上図る必要があります。 

 

 

３．実施中および今後の経営方針 

（１）基本方針 

 

①「プロフィットセンターの確立」 

    平成23年3月期の黒字化を必達するためには、営業部隊の担当者１人ひとりが夫々現在扱って

いる一つ一つの商品が収益を上げていくためのビジネスモデルを確立してゆく部隊、つまりプロ

フィットセンターとしての役割を担っていることを認識し業務を遂行していくことが必要となり

ます。ガソリンの需要が減少し自転車の単価が下落するなか、収益を作るには、既存の確立され

た商品を着実に販売すると同時に、さらに新しいビジネスモデルを作り続けて行くしかありませ

ん。そのために、既存のＳＳやサイクルショップにおいて、顧客の視点に立った新たな商品やサ

ービスを「（2）営業部基本方針及び具体策」に記載のように展開していきます。 

 

②組織改編 

前期までは、不動産や保険事業などの営業部門を管理部門で担当し、一方管理業務担当の人

件費を営業部門で負担するなど収益管理面の整合性が不明確だったため、基本方針に基づき組

織図を見直した結果、収益管理を徹底するためには、プロフィットセンターとコストセンター

を明確に分離する必要があると判断し、次頁の組織へ改変いたしました。 

     その狙いとしては、営業部隊は徹底した利益追求集団として目標数値の必達にまい進し、管

理部門は、営業部隊のサポートはもとより、月次単位のコスト管理を推進し、その情報やデー

タのフィードバックを通し、営業と管理が一体となって成果を上げる組織づくりを目指しまし

た。特に、コギー、オールドハンズにおいては、プロフィットセンターとして、より明確に赤

字体質からの完全脱却を目指すため、営業1課としました。 

  また従来管理部所属であった、不動産、保険部門についても、営業4課として収益管理の強

化を図っております。 
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平成23年3月期 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）営業部基本方針及び具体策 

 

①１課・・・コギー、オールドハンズ 

<基本方針>赤字体質からの完全脱却…チラシ等により「集客」力を上げ、メンテナンス用商品や

小物等を含めた商品構成やリーズナブルな価格体系で「リピート率」を高めます。さら

に、スタッフの接客力を向上させ、ゲレードアップの提案や高額商品へのステップアッ

プを薦め、「客単価アップ」にむすびつけるサイクルを強く意識した運営を図ります。 

 

<具体策> 

○ まず、平成22年3月期末現在の赤字店舗である横浜工房(倉庫兼用)、ＯＬＤ－ＨＡＮＤ

Ｓ、ららぽーと横浜、藤沢2の4店舗については、明確な数値目標を基にドラスティック

にヒト・モノ・カネの配分を変え、慢性的な赤字経営から、収益を見込める店舗への変革

を図っています。各店舗毎の具体策については、以下の通りです。 

株主総会

取締役会

社長

相談役

管理部 営業部

管理課 営業1課 営業2課 営業3課 営業4課 営業企画課営業事務課

監査役会

コギー
石油

直需・系列・非系列

物販

石油
関東SS　仙台SS

不動産・保険・

リース

内部監査室
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○ 横浜工房は平成22年3月末に閉鎖、4月末に必要最低限の在庫スペースおよび組み立て

スペースを神奈川県の西谷に確保し、今後はコストや利便性を考慮し、インターネットを

活用したアウトレット実店舗の機能を持たせた新店舗への展開を模索します。 

 

○ ＯＬＤ－ＨＡＮＤＳは、直販から卸売＆タイアップ販売へ大きくシフトチェンジさせ、平

成23年3月期第1四半期が営業赤字だったことを受け、実店舗は完全撤退（平成22年8

月予定）、情報力と機動力を備えた本部にて輸入自転車の卸売に完全特化し運営します。 

 

○ ららぽーと横浜は、チラシの配布等で、まず店舗認知度の向上策を打ち出し、年齢や男女

の区別なく幅広く客層を広げて、当面、来店客数のアップを目指しています。 

また同時に、現状は隣接した 2 棟(それぞれに完成車と用品小物を展開)の形となってい

ますが、これを完成車中心の棟と用品小物中心の棟に括り直しを行い、接客効率のアップ、

レジ機能の一本化等により生まれてくる人的余裕により、商業集積施設内店舗の重要なキ

ーワードでもある｢初心者にやさしい店作り（これから自転車にトライされる初心者が気

軽に立ち寄れる店）｣の強化を図っています。  

 

○ ファミリー層から中級者までにご利用頂ける藤沢2は、プロユースの藤沢1との相乗効果

を狙ったリレーション強化をメインに、藤沢駅周辺エリアにおいて、初心者から中級者は

基よりマニアックなお客様までご満足いただける店として、絶対的な｢強者｣を目指すべく、

商品構成の見直しや、チラシ等の広告を使い、あらためて一から集客策を鮮明に打ち出し

ています。 

 

○ 営業利益を安定して見込める既存店舗 たまプラーザ、金沢文庫、藤沢1については、モ

ノ以外のサービスメニュー(メンテナンス等の作業収益)の強化と、地域でのイベント企画

やお客様とスタッフが一緒になってツーリングを楽しむ等、自転車を通じたコミュニティ

創作に着手させるべく、技術力や接客力を備えたスタッフ教育に注力しています。 

 

 

②2課・・・石油直需、系列、非系列 

<基本方針>現状売上高維持＆利益率アップを最重要課題として取り組みます。 

 

   <具体策> 

○ マーケットサイズの減少をまともに受ける直需部門の落ち込みをいかにカバーするかが

最大のテーマとなりますが、平成22年3月期第3四半期以降、直需部門以外の系列・非系

列部門において、過去取引があった先に再アプローチをかけるなど休眠客の掘り起こしと、

既存取引先の紹介を含めた新規リストアップ先への積極的な営業活動で獲得した新規開拓

先受注分が下支えとなり、計画通り売上高は順調に推移しています。 

○ 平成23年3月期以降もこの状態を維持しつつ、仕入先については、配送力や価格対応等

の取引条件を考慮し、仕入のスタイルを多様化させ、「利益率」向上を目指しています。 

 

○ 都内ではすでに貴重となっている油槽所(小豆沢基地)の稼働率を上げるべく、平成21年
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12月にインターネットサイト「燃料宅配ドットコム」を立ち上げ、営業部隊の名刺の裏に

ＵＲＬを刷込み、その上で販売のＰＲを行うことによって認知度がアップし新規取引契約

の成立やスポット受注の増加が見られ、平成22年3月期に実施済みの小口配送強化を加速

させています。その目標値としては、他部署の販売伸張率をもとに、平成22年3月期の小

豆沢油槽所の販売数量の2割向上を目指します。 

 

 

③3課・・・石油関東ＳＳ 仙台ＳＳ 

<基本方針>現状伸長率を維持し、「車検」「洗車」のさらなる積み上げにより車検1,500台必達し

ます。 

  

<具体策> 

    ○ 赤字店舗等の削減については、平成20年9月以降8店舗を閉鎖する等すでに実施済みなの

で、今後の撤退予定はありません。 

 

○ 燃料油に頼らない運営、すなわち燃料油以外のメニューの柱として掲げた「車検」を更に

強化させています。特に、一目で分かるような見易いＰＯＰ等を使い、価格や納期の明確

化により拡販を狙います。 

平成22年3月期の車検計画1,000台は無事クリア(最終1,141台)。平成23年3月期は、

従来の伸長率を考慮し1,500台と1.5倍を狙っています。 

 

○ 「洗車」については、単純にキレイに洗う洗車で終わることなく、コーティングを含めた

塗装メンテナンスまでを提供するといった付加価値アップを明確に図っています。 

 

 

④４課・・・不動産、保険、リース 

<基本方針>売上原価率の改善と保険料収益平成22年3月期比倍増します。 

  

<具体策> 

○ 不動産収益の柱であるダイヤビルについては、管理費用の徹底した見直しを行い、収益の

改善を図ります。管理委託業者との綿密な管理計画の立案に基づき、 

①これまでどおりすべて委託する項目（電気、空調、給排水、防災など） 

②共同で行う項目（清掃） 

③委託から完全に自社へ切り替える項目（ビル巡回など） 

の３通りに仕分けし実行しています。 

 

○ 保険料の収益については、給油等で来店されたお客様へは必ず「声掛け」を実施し、既述

の「車検」取扱数量の拡大に伴い、自賠責はもとより、任意保険についても積極的にアプ

ローチをかけ平成22年3月期実績の倍増を狙っています。 

また、保険会社とタイアップし、コギーの店に来店されたお客様に対し現行の盗難保険に

加えて傷害保険を商品化し、8月より販売開始します。 
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○ 平成22年3月期途中から参入したレンタカー事業は、週末のみの利用客や、高額な駐車

料金がかかる都心を中心に、当初計画を超える状況で、すでに初期投資を回収済みであり

ます。従いまして、平成23年3月期は期初から利益貢献が見込めます。 

 

○ あわせて、大手リース会社では参入していませんが、潜在的ニーズがあった法人向けのウ

ィークリー、マンスリー等「カーリース」としてもアプローチをかけ、さらなる拡大を狙

います。 

 

 

（３）管理部基本方針及び具体策 

  <基本方針>予実管理を強化し、経費の削減計画は基より、スタッフの業務遂行能力を高め、全社

収益計画の必達を図るとともに、円滑な営業活動をサポートすることにより、利益貢献を

図ります。 

 

<改善策> 

○ 経費管理を強化するため、組織変更により従来営業部に所属していた営業事務関係の人件

費や法定福利費等の費用計上部署を管理部へ一本化するなど、コストセンターとしての見

える化を図りました。 

 

○ 月次単位のコスト管理を推進し、月々の情報やデータのフィードバックを通し、営業と管

理が一体となって成果を上げる組織を目指しています。 

 

 

（４）今後の見通しおよび上場維持に向けて 

当社は、前記基本方針および改善具体策を予定通り遂行中であり予算を上回る実績を上げてお

ります。従いまして引き続き、経営資源（人・情報・物・金）の適正配賦により企業価値の向上

に努め、上場維持に向けて安定的収益力の回復過程を開示することにより株価が回復し上場維持

できるものと考えております。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


